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市
民
生
活
へ
早
急
な
支
援
と
対
策
を

市
民
生
活
へ
早
急
な
支
援
と
対
策
を

　
第
１
回
臨
時
会
で
は
、「
市
長
、副
市
長
、教
育
長
の
給
料
及
び
期
末
手
当
の
額
の

特
例
に
関
す
る
条
例
」な
ど
市
長
提
出
の
９
議
案
と
議
員
提
出
の
1
議
案
を
採
決
し

た
結
果
、原
案
の
と
お
り
総
員
で
承
認
・
可
決
し
ま
し
た
。

5月臨時会
5月15日

主
な
議
案
審
議

◆
市
長
、副
市
長
、教
育
長
の
給

　
料
及
び
期
末
手
当
の
額
の
特

　
例
に
関
す
る
条
例

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
感
染
拡
大
に
よ
る
市
内

経
済
へ
の
影
響
を
鑑
み
、６

月
１
日
か
ら
８
月
31
日
ま
で

の
間
、市
長
な
ど
の
給
料
を

減
額
す
る
も
の

Ｑ
　
減
額
に
よ
る
影
響
額
は
。

Ａ
　
給
料
が
約
1
7
0
万
円
、期

末
手
当
が
約
1
4
4
万
円
、共
済

組
合
負
担
金
が
約
７
万
円
で
あ

り
、合
計
3
2
1
万
円
の
減
額
を

見
込
ん
で
い
る
。
給
料
と
期
末

手
当
の
減
額
の
内
訳
は
、市
長
が

約
1
6
1
万
５
千
円
、副
市
長

が
約
90
万
５
千
円
、教
育
長
が

約
62
万
４
千
円
と
な
る
。

◆
国
民
健
康
保
険
条
例
の
一
部

　
改
正

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
に
感
染
等
の
被
用
者
に
傷

病
手
当
金
を
支
給
す
る
も
の

Ｑ
　
傷
病
手
当
金
の
支
給
対
象

と
な
る
被
用
者
の
範
囲
は
。

Ａ
　
所
得
税
法
第
28
条
第
１
項

に
規
定
す
る
給
与
所
得
者
が
対

象
と
な
る
。一
方
、個
人
事
業
主

や
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
は
、原
則
は

事
業
所
得
で
あ
る
た
め
支
給
対

象
外
で
あ
る
が
、確
定
申
告
書

な
ど
で
給
与
所
得
で
あ
る
こ
と

が
確
認
で
き
れ
ば
支
給
対
象
と

な
る
。

Ｑ
　
仕
事
を
休
ん
で
か
ら
３
日

を
経
過
し
た
日
か
ら
傷
病
手
当

金
を
支
給
す
る
理
由
は
。

Ａ
　
健
康
保
険
法
の
支
給
基
準

に
準
じ
、当
初
の
３
日
間
は
、有

給
休
暇
な
ど
を
利
用
し
て
の
療

養
が
可
能
だ
が
、４
日
目
以
降

も
就
労
で
き
な
い
状
態
が
続
け

ば
、そ
の
後
の
生
活
に
影
響
を

及
ぼ
す
収
入
の
減
少
に
つ
な
が

る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、傷
病
手
当
金
の
支
給
対
象

と
な
る
。ま
た
、不
正
な
申
請
を

防
止
す
る
観
点
か
ら
も
、当
初

の
３
日
間
は
支
給
し
な
い
。

◆
令
和
２
年
度
一
般
会
計
補
正

　
予
算（
第
１
号
）（
専
決
処
分
）

Ｑ
　
特
別
定
額
給
付
金
と
子
育

て
世
帯
臨
時
特
別
給
付
金
は
、

所
得
税
な
ど
課
税
の
対
象
と
な

る
の
か
。ま
た
、そ
の
他
の
給
付

金
の
課
税
は
ど
う
か
。

Ａ
　
特
別
定
額
給
付
金
と
子
育

て
世
帯
臨
時
特
別
給
付
金
と

も
、所
得
税
は
非
課
税
と
な
る
。

　
そ
の
他
の
給
付
金
は
、所
得

税
法
上
、支
援
対
象
者
や
目
的

で
課
税
関
係
が
異
な
り
、生
活

困
窮
者
住
居
確
保
給
付
金
な
ど

の
個
人
の
家
計
を
支
援
す
る
給

付
金
は
非
課
税
、持
続
化
給
付

金
や
雇
用
調
整
助
成
金
な
ど
の

事
業
者
を
支
援
す
る
給
付
金
は

課
税
対
象
と
な
る
。

　
ま
た
、市
が
独
自
に
行
う
事

業
で
、「
コ
ロ
ナ
に
負
け
な
い！

ひ
と
り
親
子
育
て
応
援
金
」は
、

児
童
扶
養
手
当
受
給
者
を
支
援

す
る
た
め
の
給
付
金
で
あ
る
こ

と
か
ら
非
課
税
、一
方
で
、「
コ

ロ
ナ
に
負
け
な
い！
さ
や
ま
の

事
業
者
応
援
金
」は
、個
人
事
業

主
や
小
規
模
事
業
者
な
ど
を
支

援
す
る
た
め
の
給
付
金
の
た

め
、課
税
対
象
と
な
る
。

◆
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一

　
部
改
正（
専
決
処
分
）

Ｑ
　
５
割
軽
減
と
２
割
軽
減
の

対
象
が
拡
大
さ
れ
た
が
、対
象

と
な
る
世
帯
数
と
保
険
税
へ
の

影
響
額
は
。

Ａ
　
５
割
軽
減
が
63
世
帯
、２

割
軽
減
は
56
世
帯
の
増
加
を
見

込
ん
で
い
る
。
影
響
額
は
、
５

割
軽
減
世
帯
の
軽
減
増
が
約

1
6
2
万
円
、２
割
軽
減
世
帯

の
軽
減
増
が
約
60
万
円
、合
計

で
約
2
2
2
万
円
で
あ
る
。

◆
令
和
元
年
度
介
護
保
険
特
別

　
会
計
補
正
予
算（
第
４
号
）

　（
専
決
処
分
）

Ｑ
　
令
和
元
年
に
発
生
し
た
台

風
第
19
号
で
被
災
し
た
方
の
介

護
保
険
料
の
減
免
額
と
内
容
は
。

Ａ
　
居
住
す
る
住
宅
の
半
壊
が

１
名
、床
上
浸
水
が
７
名
で
、減

免
相
当
額
は
、７
万
６
千
円
。元

年
10
月
か
ら
２
年
３
月
ま
で
の

６
ヵ
月
分
の
介
護
保
険
料
の
２

分
の
１
の
減
免
を
実
施
し
た
。

議
員
提
出
議
案

◆�

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
の
拡
充
を
求
め
る
決
議�

《
可
決
》

詳
細
は
14
ペ
ー
ジ

提
出
議
員
　
　
　
田
村
　
秀
二

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
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◆
令
和
２
年
度
一
般
会
計
補
正

　
予
算（
第
３
号
）（
専
決
処
分
）

Ｑ
　
さ
や
ま
の
お
店
全
力
応
援

チ
ケ
ッ
ト
事
業
で
期
待
さ
れ
る

効
果
は
。

Ａ
　
応
援
チ
ケ
ッ
ト
の
発
券
総

額
で
あ
る
２
億
６
千
万
円
が
市

内
で
消
費
さ
れ
る
経
済
効
果
の

ほ
か
、応
援
チ
ケ
ッ
ト
の
入
手
が

き
っ
か
け
と
な
り
、新
た
な
需
要

が
喚
起
さ
れ
る
経
済
効
果
と
し

て
、発
券
総
額
２
億
６
千
万
円
の

お
よ
そ
30
％
か
ら
35
％
、金
額
に

し
て
８
千
万
円
か
ら
９
千
万
円

の
消
費
を
押
し
上
げ
る
と
考
え

て
い
る
。

　Ｑ
　
経
済
対
策
に
プ
レ
ミ
ア
ム

付
き
商
品
券
を
選
ん
だ
理
由
は
。

Ａ
　
５
月
25
日
の
緊
急
事
態
宣

言
の
解
除
後
、消
費
活
動
の
回

復
が
予
想
さ
れ
る
た
め
、こ
の

タ
イ
ミ
ン
グ
で
市
内
事
業
者
へ

の
消
費
を
喚
起
し
、持
続
的
な

消
費
活
動
を
通
じ
て
経
済
活
動

を
い
ち
早
く
回
復
さ
せ
る
必
要

が
あ
り
、特
に
、地
域
に
密
着
し

６月定例会
６月５日～６月23日

主
な
議
案
審
議

政務活動費の特例に関する条例を可決政務活動費の特例に関する条例を可決 　
第
２
回
定
例
会
で
は
、「
一
般
会
計
補
正
予
算
」な
ど
、14
議
案
が
市
長

か
ら
提
出
さ
れ
、採
決
し
た
結
果
、原
案
の
と
お
り
承
認
・
同
意
・
可
決
し

ま
し
た
。ま
た
、議
員
提
出
議
案「
狭
山
市
議
会
政
務
活
動
費
の
特
例
に
関

す
る
条
例
」が
提
出
さ
れ
、可
決
し
ま
し
た
。

た
事
業
者
な
ど
の
支
援
を
念
頭

に
お
い
た
。こ
の
応
援
チ
ケ
ッ

ト
の
入
手
を
き
っ
か
け
に
、新

た
な
需
要
の
喚
起
に
よ
る
波
及

効
果
も
見
込
ま
れ
る
応
援
チ
ケ

ッ
ト
事
業
を
実
施
し
よ
う
と
す

る
も
の
。

    

議
員
提
出
に
よ
る
条
例
案
を
可
決

議
員
提
出
に
よ
る
条
例
案
を
可
決

感
染
症
の
対
策
費
用
に
充
て
る
た
め
、政
務
活
動
費
を
半
減

感
染
症
の
対
策
費
用
に
充
て
る
た
め
、政
務
活
動
費
を
半
減

議
員
提
出
議
案

◆
狭
山
市
議
会
政
務
活
動
費
の

　
特
例
に
関
す
る
条
例《
可
決
》

詳
細
は
14
ペ
ー
ジ

提
出
議
員
　
　
　
　
齋
藤
　
誠

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
対
策
費
用
に
充
て
る
た

め
、政
務
活
動
費
を
削
減
す

る
条
例
を
制
定
す
る
も
の

Ｑ
　
さ
や
ま
の
お
店
全
力
応
援

チ
ケ
ッ
ト
の
具
体
的
な
内
容
は
。

Ａ
　
額
面
と
販
売
価
格
は
、1
千

円
券
が
10
枚
、5
0
0
円
券
が
６
枚

で
１
セ
ッ
ト
当
た
り
１
万
３
千

円
分
の
チ
ケ
ッ
ト
を
１
万
円
で

販
売
す
る
。

　
申
込
み
と
販
売
方
法
は
、イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
先
着
制
の

販
売
と
は
が
き
に
よ
る
抽
せ
ん

制
の
販
売
を
行
う
。

　
使
用
期
間
は
、令
和
２
年
６

月
25
日
か
ら
３
年
２
月
28
日
ま

で
の
約
８
ヵ
月
間
で
あ
る
。

◆
事
務
手
数
料
条
例
の
一
部
改
正

法
律
の
改
正
に
伴
い
、通
知

カ
ー
ド
の
再
交
付
に
係
る
手

数
料
を
廃
止
す
る
も
の

Ｑ
　
個
人
番
号
通
知
カ
ー
ド
の

再
交
付
が
廃
止
さ
れ
た
経
緯
は
。

通
知
カ
ー
ド
の
紛
失
な
ど
で
個

人
番
号
が
必
要
な
場
合
は
ど
の

よ
う
に
す
れ
ば
よ
い
の
か
。

Ａ
　
国
は
、通
知
カ
ー
ド
を
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
取
得
ま
で

の
間
の
暫
定
的
な
措
置
と
し
、

社
会
全
体
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
進

め
る
観
点
か
ら
、デ
ジ
タ
ル
技

術
を
活
用
し
た
行
政
手
続
等
の

利
便
性
の
向
上
や
行
政
運
営
の

簡
素
化
・
効
率
化
に
向
け
て
、電

子
証
明
書
が
登
載
さ
れ
た
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
へ
の
移
行
を

促
す
た
め
に
、通
知
カ
ー
ド
の

廃
止
に
至
っ
た
。

　
通
知
カ
ー
ド
の
紛
失
な
ど
で

個
人
番
号
が
必
要
な
場
合
は
、マ

イ
ナ
ン
バ
ー
が
記
載
さ
れ
た
住

民
票
を
取
得
し
て
い
た
だ
く
。

取
り
扱
い
店
は
店
頭
の
ポ
ス
タ
ー
が

目
印
で
す


